
 

水
戸
市
が
す
す
め
る
新
た
な

市
民
会
館
の
整
備
計
画
を
白
紙

に
戻
し
、
市
民
の
声
を
反
映
さ

せ
る｢

市
民
の
会｣

が
結
成
さ

れ
、
住
民
投
票
実
施
を
求
め
る

署
名
運
動
が
取
り
組
ま
れ
ま
し

た
。
江
尻
議
員
は
、
県
議
会
で

知
事
に
対
し
「
事
業
を
認
可
す

べ
き
で
は
な
い
。
市
民
の
合
意

形
成
が
重
要
だ
」
と
県
の
姿
勢

を
た
だ
し
ま
し
た
。 

 

県
は
、
都
市
再
開
発
法
に
よ

り
、
再
開
発
組
合
設
立
と
事
業

計
画
を
許
認
可
す
る
権
限
が
あ

り
ま
す
。
水
戸
市
の
計
画
は
、

泉
町
北
地
区
再
開
発
事
業
と 

一
体
で
新
市
民
会
館
を
建
設
す

る
も
の
で
す
。 

 

中
心
街
再
開
発
の
失
敗 

県
「
今
後
は
補
助
し
な
い｣ 

  

県
は
大
工
町
１
丁
目
再
開
発

の
際
に
も
事
業
を
認
可
し
、
県
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３
月
県
議
会
が
開
か
れ
、
日
本
共
産
党
県
議
団
（３
名
）は
、
一
般

質
問
や
予
算
特
別
委
員
会
、
所
属
の
各
常
任
委
員
会
で
質
問
に 
 

立
ち
ま
し
た
。
豪
雨
災
害
対
策
や
雇
用
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
、
少
子
化
対
策
、 

子
育
て
支
援
、
特
別
支
援
教
育
な
ど
切
実
な
県
民
要
求
を
と
り 

 

あ
げ
、
知
事
や
教
育
長
を
た
だ
し
ま
し
た
。 

水戸市の資料をもとに市民の会が 

作成した概算事業費（2015年12月現在） 

再開発事業費 103億 

新市民会館整備費 160億 

舞台等関連工事費 22億 

備品購入費 8億 

駐車場整備費 20～30億 

その他経費 2億 

合 計 315～325億 

集
客
力
の
保
証
な
し 

交
通
渋
滞･

駐
車
場
不
足 

将
来
世
代
に
多
額
の
借
金 

住
民
投
票
実
施
に
は 

市
議
会
の
条
例
可
決
が
必
要 

  

「今
な
ら
間
に
合
う
」と
、
水
戸
市 

初
と
な
る
住
民
投
票
実
施
を
求
め
た 

約
１
万
５
千
人
の
署
名
を
市
に
提

出
。
し
か
し
、
今
後
開
か
れ
る
市
議
会

で
投
票
条
例
が
可
決
さ
れ
な
け
れ
ば

実
施
さ
れ
ま
せ
ん
。  

 
市
民
の
声
を
反
映
す
る
議
会
の 

 

姿
勢
が
問
わ
れ
ま
す
。 

「市民の会」が水戸市に署名提出＝3月17日 

署名数確定 

14,69114,691人 
    署名総数 15,173人    

     無効   482人 

「新・水戸市民会館計画を白紙にもどし、市民の声を反映させる会」 

都市計画決定していないのに 

設計業者選定・イメージ図？！ 

 

日
本
で
は
、
子
ど
も
医
療
費
の  

２
～
３
割
が
自
己
負
担
。
私
は
「お

金
の
心
配
な
く
病
院
に
行
け
る
よ
う

に
」と
、
無
料
化
や
助
成
拡
大
を
求

め
て
き
ま
し
た
▼
よ
う
や
く
、
県
と

水
戸
市
が
助
成
制
度
（マ
ル
福
）の
所

得
制
限
を
緩
和
し
、
助
成
対
象
と
な

る
子
ど
も
が
県
全
体
で
29
万
か
ら

36
万
人
に
拡
大
▼
本
当
な
ら
「緩

和
」で
な
く
「廃
止
」が
願
い
▼
こ
れ
か

ら
も
高
校
卒
業
ま
で
の
医
療
費
無

料
化
を
め
ざ
し
て
頑
張
り
ま
す
。  

 

 

子育て世代の 声を届けます 

0歳～中学３年生は自己負担１日600円まで 
  ※所得制限／未就学児はなし、６歳以上はあり(県と同じ) 

0歳～小学６年生は自己負担１日600円まで 
  ※年所得が 622万＋(38万×扶養人数)以下の世帯に助成 

未就学児は２割、６歳以上は３割が自己負担 

子どもの医療費負担と助成制度 2016.10～ 

市 

県 
 

国 

新
水
戸
市
民
会
館 

←市民の会

が発行・配

布したビラ 

と
し
て
３
億
８
千
万
円
、
国
と

市
を
合
わ
せ
44
億
円
も
の
税
金

が
補
助
金
と
し
て
投
入
さ
れ
ま

し
た
。
し
か
し
、
ビ
ル
は
空
き

テ
ナ
ン
ト
の
ま
ま
で
す
。 

 
江
尻
議
員
は
「
中
心
街
活
性

化
の
た
め
だ
と
再
開
発
が
繰
り

返
さ
れ
る
が
、
空
洞
化
の
引
き

金
は
４
千
人
が
働
く
県
庁
を
移

転
し
た
こ
と
だ
」
と
当
時
、
移

転
反
対
の
声
を
切
り
捨
て
た
知

事
の
責
任
を
批
判
し
ま
し
た
。 

 

知
事
は
「
確
か
に
空
洞
化 

原
因
の
一
つ
か
も
し
れ
な
い
。

市
民
の
署
名
活
動
が
行
わ
れ
て

い
る
が
、
県
に
再
開
発
が
申
請

さ
れ
た
ら
適
切
に
対
応
し
て
い

く
」
と
答
え
ま
し
た
。 

 

県
は
大
工
町
再
開
発
へ
の
補

助
金
支
出
を
最
後
に
、
再
開
発

事
業
へ
の
県
補
助
を
行
わ
な
い

方
針
に
転
換
し
て
い
ま
す
。 

見
直
し
を
求
め
る
３
つ
の
理
由 

 ３ ２ １ 

市が選定した設計事務所が提案する新市民会館

イメージ図（水戸市ホームページより） 



鬼怒川緊急対策プロジェクト（河川整備事業費 約６００億円） 

 

Ｔ
Ｐ
Ｐ
は
、
ご
く
一
握

り
の
ア
メ
リ
カ
多
国
籍
企

業
の
利
益
を
守
る
「
自
由

貿
易
協
定
」
で
す
。
農
業

産
出
額
全
国
第
２
位
の
本

県
農
業
の
行
く
末
を
左
右

す
る
大
問
題
で
あ
り
、
食

の
安
全
や
自
給
率
の
低
下

な
ど
、
不
安
や
反
対
の
声

は
止
ま
り
ま
せ
ん
。 

 

江
尻
議
員
は｢

知
事
が

批
准
中
止
の
声
を
あ
げ
る

べ
き｣

と
主
張
。
し
か
し

知
事
は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
対
応
に 

①
畜
産
・
水
田
農
業
の
国

際
競
争
力
の
強
化
②
革
新

的
な
産
地
づ
く
り
③
経
営

感
覚
に
優
れ
た
経
営
体
の

育
成
な
ど
を
掲
げ
、
Ｔ
Ｐ

Ｐ
受
入
れ
の
姿
勢
で
す
。 

 

「
い
つ
ま
で
続
け
る
の

か
」
―
江
尻
議
員
は
、
霞
ヶ

浦
導
水
事
業
の
中
止
を
知
事

に
強
く
求
め
ま
し
た
。 

 

 

国
は
完
成
を
２
０
１
５
年

度
か
ら
２
３
年
度
に
延
期
。

事
業
費
１
９
０
０
億
円(

県
負

担
８
５
１
億
円)

は
変
更
な
し

と
し
て
い
ま
す
が
、
す
で
に

事
業
費
の
８
割
を
使
っ
て
ト

ン
ネ
ル
完
成
は
３
割
。
事
業

費
増
額
に
な
れ
ば
、
水
道
料

金
値
上
げ
な
ど
県
民
負
担
増

に
つ
な
が
り
ま
す
。
水
需
要

は
低
下
し
、
霞
ヶ
浦
の
浄
化

効
果
も
期
待
で
き
ま
せ
ん
。 

カ
ワ
ヒ
バ
リ
ガ
イ
の
拡
大 

 

さ
ら
に
、
江
尻
議
員
は

「
霞
ケ
浦
に
繁
殖
す
る
特
定

外
来
生
物
カ
ワ
ヒ
バ
リ
ガ
イ

(

二
枚
貝)

な
ど
が
、
導
水
に

よ
っ
て
那
珂
川
に
拡
大
す
れ

ば
、
農
業
用
水
施
設
に
侵
入

し
て
通
水
障
害
を
起
こ
し
た

り
、
河
川
生
態
系
に
悪
影
響

を
及
ぼ
す
」
と
指
摘
。 

 

し
か
し
、
知
事
は
「
導
水

は
必
要
不
可
欠
。
環
境
保
全

は
国
に
対
策
を
求
め
る
」
と

事
業
推
進
の
姿
勢
で
す
。 

霞ヶ浦導水事業▼那珂川と霞ヶ

浦、利根川を地下20～50ｍのト

ンネルで結んで水を行き来させ、

首都圏の水の確保と、霞ヶ浦の水

質浄化が目的。着工から30年以

上経ち、水需要の低迷と、水質浄

化に効果はないとして反対運動が

起き、那珂川の漁協などが建設差

し止めの裁判係争中。 

 

江
尻
議
員
は
「
鬼
怒
川
上

流
４
つ
の
巨
大
ダ
ム
に
約
２

千
億
円
以
上
を
つ
ぎ
込
む
一

方
、
河
川
整
備
は
年
20
億

円
程
度
。
堤
防
決
壊
と
い
う

甚
大
な
被
害
を
も
た
ら
し
た

国
と
県
の
責
任
を
明
ら
か
に

し
、
原
因
究
明
と
被
害
者
へ

の
全
面
補
償
を
」
と
、
知
事

に
強
く
要
求
。 

 

知
事
は
「
鬼
怒
川
緊
急
対

策
で
堤
防
整
備
は
17
％
か

ら
約
９
割
に
向
上
す
る
。
河

川
決
壊
の
原
因
検
証
は
困

難
」
と
答
え
ま
し
た
。 

常陸那珂港区中央ふ頭整備 
（東電火発石炭灰埋立処分場工事） 

265億 

圏央道直轄負担金 37億 

開発用地破たん処理（借金返済） 34億 

茨城空港就航利用対策 6.5億 

八ッ場ダム事業費負担金 5.8億 

霞ヶ浦導水事業費負担金 3.6億 

 

常
陸
那
珂
港
は
、
北
ふ
頭
に
あ
る

東
電
火
力
発
電
所
の
石
炭
灰
を
埋

め
立
て
て
中
央
ふ
頭
を
整
備
。
道
路

や
ダ
ム
な
ど
国
の
公
共
事
業
に
県

負
担
金
を
支
出
。
さ
ら
に
、
採
算
の

見
通
し
な
く
つ
く
っ
た
工
業
団
地
や

茨
城
空
港
へ
の
税
金
投
入
が
毎
年

続
い
て
い
ま
す
。 

 

日
本
共
産
党
は
ム
ダ
使
い
の
事
業

を
見
直
し
、
全
国
８
位
の
県
財
政
力

を
暮
ら
し
や
福
祉
、
子
育
て
・教
育

に
ま
わ
す
よ
う
要
求
。 

  2016年度茨城県予算 

● 一般会計（ １件） １兆1,208億円 

  特別会計（12件）   2,650億円  

  企業会計（ ６件）   1,123億円 
 

●一般会計借金残高   ２兆1,690億円 

（県民1人あたり約70万円、橋本知事就任から3.8倍増） 
 

●茨城県の財政力指数 全国８位 

「
少
子
化
の
主
な
原
因

は
、
若
者
の
雇
用
が
壊
さ
れ

た
こ
と
だ｣

と
指
摘
し
た 

江
尻
議
員
は
、
県
が
正
規
雇

用
確
保
の
具
体
的
対
策
に
取

り
組
む
よ
う
求
め
ま
し
た
。 

正
規
雇
用
の
確
保
を
提
起 

①
県
税
を
免
除
し
て
県
が

誘
致
し
た
企
業
の
正
規
・
非

正
規
の
雇
用
実
態
を
把
握
す

る
②
大
幅
な
雇
用
変
動
が
あ

る
際
は
、
県
へ
の
報
告
を
義

務
付
け
る
③
誘
致
企
業
の
日

立
建
機
な
ど
が
、
黒
字
拡
大

の
た
め
の
人
員
整
理
を
大
規

模
に
進
め
て
お
り
、
雇
用
の

維
持
を
要
請
す
る
こ
と
、
の

３
点
を
提
起
し
ま
し
た
。 

知
事
は
「
日
立
建
機
の
人

員
削
減
は
地
域
の
雇
用
に
大

き
な
影
響
を
与
え
る
懸
念
も

あ
る
た
め
、
茨
城
労
働
局
と

連
携
し
て
対
処
し
て
い
き
た

い
」
と
答
弁
。
こ
れ
ま
で
よ

り
、
一
歩
踏
み
込
ん
だ
県
の

姿
勢
を
示
し
ま
し
た
。 

 

非
正
規
の
賃
金
引
き
上
げ 

 

県
庁
で
は
非
正
規
職
員
が 

１
２
０
０
人
を
超
え
、
そ
の
７

割
が
女
性
で
す
。
臨
時
事
務
職

は
時
給
８
０
６
円
。
嘱
託
職
員

は
１
年
更
新
、
最
大
５
年
の
有

期
雇
用
で
育
児
休
暇
な
し
。 

江
尻
議
員
は
改
善
を
求
め
、

新
年
度
か
ら
臨
時
職
員
は
時
給

20
円
、
嘱
託
職
員
は
月
約
２

千
円
引
き
上
げ
ら
れ
ま
し
た
。 

知
事 

「労
働
局
と
連
携
し
て
対
処
し
た
い
」 

ストップＴＰＰ茨城大集会＝2月14日 

「国会批准は中止を」 

（国土交通省ホームページより） 



▼不足教室数（２０１５年度） 

 

江
尻
議
員
は
、
特
別
支
援

学
校
を
訪
問
し
て
実
情
を
調

査
。
こ
の
10
年
で
児
童
生
徒

数
は
１
・
４
倍
、
約
一
千
人

増
え
て
い
ま
す
が
、
学
校
の

増
設
が
追
い
つ
か
ず
、
教
室

不
足
や
大
規
模
化
の
解
消
が

切
実
な
要
望
で
す
。 

 

教
育
長
は
、
特
に
知
的
障

害
児
童
生
徒
数
の
急
増
に
よ

る
学
校
の
過
密
解
消
を
図
る

た
め
「
新
校
設
置
や
校
舎
増

築
等
の
ほ
か
、
通
学
区
域
の

見
直
し
な
ど
に
よ
り
、
不
足

教
室
の
解
消
に
鋭
意
取
り
組

む
」
と
答
え
ま
し
た
。 

江
尻
か
な 

●総務企画委員会 

●決算特別委員会 

●議会運営委員会 

●防災環境商工委員会 

●予算特別委員会 

●大規模災害対策調査特別委員会 

山
中
た
い
子 

●保健福祉委員会 

●情報委員会 

●県議会改革推進会議 

上
野
た
か
し 

１位 子育て支援･少子化対策の推進････････35.9％ 

２位 高齢者福祉サービス体制の充実･･･････35.3％ 

３位 医療体制の充実･･････････････････････28.6％ 

４位 高齢者の健康･生きがいつくり推進 ･･･15.7％ 

５位 治安（防犯・交通安全）の回復･･･････  9.8％ 

●県民要望の上位５項目（2015年8月実施） 

 

江
尻
議
員
は
、
昨
年
９

月
に
水
戸
市
内
の
ア
パ
ー

ト
で
３
歳
男
児
が
亡
く

な
っ
た
事
件
を
取
り
上
げ

ま
し
た
。｢

多
く
の
行
政
機

関
が
関
わ
り
な
が
ら
、
な

ぜ
防
げ
な
か
っ
た
の
か｣

と

問
題
点
を
指
摘
し
、
児
童

福
祉
司
の
増
員
を
主
張
。

ま
た
、
児
童
養
護
施
設
の

小
規
模
化
に
伴
う
職
員
の

長
時
間
勤
務
・
宿
直
増
加

の
改
善
を
求
め
ま
し
た
。 

 

知
事
は
「
本
県
の
虐
待

相
談
件
数
は
年
１
２
０
０

件
を
超
え
、
過
去
最
多
と

な
っ
た
。
児
童
相
談
所
の

体
制
を
強
化
す
る
た
め
、

児
童
福
祉
司
を
計
３
人
増

員
す
る
。
児
童
養
護
施
設

に
つ
い
て
は
、
各
施
設
の

状
況
を
把
握
し
、
勤
務
環

境
の
改
善
に
つ
い
て
国
に

要
望
を
行
っ
て
い
く
」
と

答
え
ま
し
た
。 

児
童
養
護
施
設
の
子
ど
も 

進
学
・
就
職
へ
の
支
援
金 

 

さ
ら
に
、
本
県
の
児
童

養
護
施
設
の
子
ど
も
の
大

学
進
学
率
は
14
％
で
、
全

国
平
均
22
・
６
％
に
比
べ

て
遅
れ
て
お
り
、
江
尻
議

員
は
『
給
付
制
』
支
援
金

を
実
施
す
る
よ
う
要
求
。 

 

知
事
は
「
新
年
度
か
ら

『
貸
付
け
』
で
の
支
援
金

を
実
施
し
、
施
設
を
退
所

し
て
就
職
や
進
学
す
る
者

の
自
立
を
促
進
し
て
い
き

た
い
」
と
答
え
ま
し
た
。 

 北茨城特別支援学校  ５ 

 水戸特別支援学校  ５ 

 水戸飯富特別支援学校 １７ 

 友部特別支援学校  １８ 

 勝田特別支援学校  ２１ 

 鹿島特別支援学校  １４ 

 土浦特別支援学校  ６ 

 美浦特別支援学校  １８ 

 伊奈特別支援学校 １１ 

 つくば特別支援学校  ２４ 

 下妻特別支援学校 １ 

 結城特別支援学校 １ 

 協和特別支援学校 １０ 

 境特別支援学校 ２ 

不足教室数 合計 １５３ 

 
｢

少
子
化
だ
と
い
い
な

が
ら
、
子
ど
も
を
生
ん
だ

ら
全
然
保
育
所
に
入
れ
な

い｣
と
訴
え
る
マ
マ
。｢

こ

ん
な
安
い
給
料
で
働
き
続

け
ら
れ
な
い
。
自
分
の
子

育
て
が
成
り
立
た
な
い｣

と
保
育
士
の
悲
鳴･･･
。 

 

 

江
尻
議
員
は
「
茨
城
県

の
待
機
児
童
の
９
割
を
占

め
る
０
～
２
歳
児
の
受
け

入
れ
拡
大
に
は
、
①
認
可

保
育
所
の
増
設
②
保
育
士

の
給
与
引
き
上
げ
が
必

要
」
と
求
め
ま
し
た
。 

 
｢

待
機
児
童
ゼ
ロ｣

と
公

表
し
て
い
る
市
町
村
で

も
、
待
機
児
童
に
カ
ウ
ン

ト
し
て
い
な
い
子
ど
も
が

が
残
さ
れ
て
い
ま
す
。 

保
育
士
あ
と
１
千
人
必
要 

 

県
内
で
働
く
保
育
士
は

約
７
千
人
。
待
機
児
童
解

消
に
は
、
あ
と
１
千
人
の

保
育
士
が
必
要
で
す
。 

 

全
職
種
と
比
べ
月
10

万
円
以
上

賃
金
が
低

い
保
育
士

の
処
遇
改

善
が
急
務

で
す
。 

茨城県の児童虐待相談件数と 

児童福祉司数の推移 

児童生徒数１．４倍 

 

福
島
原
発
事
故
を
受

け
、
政
府
は｢

事
故
は
起
こ

り
得
る
。
放
射
性
物
質
の

放
出
も
あ
り
得
る｣

と
こ
れ

ま
で
の
方
針
を
転
換
。
そ

の
前
提
で
つ
く
ら
れ
た
の

が
国
の
新
規
制
基
準
で

す
。
江
尻
議
員
は
、｢

世
界

一
厳
し
い
基
準
と
は
到
底

言
え
な
い｣

と
批
判
。 

 

国
ま
か
せ
で
は
ダ
メ
！ 

 

再
稼
働
さ
れ
た
川
内
原

発
や
高
浜
原
発
で
、
相
次

ぐ
ト
ラ
ブ
ル
発
生
の
危
険

性
を
指
摘
し
た
江
尻
議
員

は｢

国
が
安
全
だ
と
言
っ
て

も
、
再
稼
働
さ
せ
ず
廃
炉

に
す
る
こ
と
が
最
善
策
だ｣

と
知
事
に
決
断
を
迫
り
ま

し
た
。
そ
の
上
で
、
本
県

の
原
子
力
安
全
対
策
委
員

会
や
原
子
力
審
議
会
を
、

｢

廃
炉｣

を
前
提
に
し
た
専
門

家
集
団
と
有
識
者
会
議
に

す
る
よ
う
求
め
ま
し
た
。 

 

し
か
し
、
知
事
は｢

国
の

審
査
と
並
行
し
な
が
ら
県

で
も
審
議
し
て
い
る
と
こ

ろ
。
安
全
性
に
疑
義
が
生

じ
れ
ば
、
必
要
な
対
応
を

求
め
て
い
く
」
と
答
え
る

だ
け
で
し
た
。 

■県の広域避難計画 
机
上
の
空
論
！ 

平均賃金（月額） 
平成24年 賃金構造基本統計調査より 

全職種 35万5600円 

保育士 21万4200円 



 

県
が
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
策
定 

 
 

 
日
本
共
産
党
は
、
県
内
各
地
で

ト
ラ
ブ
ル
に
な
っ
て
い
る
無
秩
序

な
太
陽
光
パ
ネ
ル
設
置
問
題
を
と

り
あ
げ
、
規
制
を
求
め
ま
し
た
。 

 

県
が
今
後
策
定
す
る
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
に
つ
い
て
、
①
災
害
を
防
止

す
る
地
域
や
１
㌶
未
満
の
森
林
伐

採
等
を
規
制
す
る
、
②
景
観
や
観

光
、
生
活
環
境
を
守
る
、
③
地
元

説
明
や
同
意
を
得
る
こ
と
な
ど
を

提
案
し
ま
し
た
。 

 

知
事
は｢

立
地
を
避
け
る
べ
き

エ
リ
ア
の
指
定
や
、
地
元
自
治
体

や
住
民
へ
の
説
明
実
施
、
安
全
な

施
工
管
理
や
設
置
後
の
維
持
管
理

な
ど
、
景
観
や
観
光
、
防
災
な
ど

様
々
な
問
題
に
対
応
で
き
る
も

の
と
し
た
い｣

と
答
え
ま
し
た
。 

主な議案・請願・意見書 

〇･･･賛成 ×･･･反対  

日
本
共
産
党 

自
民
党 

自
民
県
政
ク
ラ
ブ 

民
主
党 

公
明
党 

無
所
属 

平成28年度 茨城県一般会計予算 × 〇 〇 〇 〇 〇 

地方公務員に成果主義を導入する条例 × 〇 〇 〇 〇 〇 

本社機能を茨城県に移転する企業の税金

を免除する条例 
× 〇 〇 〇 〇 〇 

国民健康保険事業の都道府県化に伴う 

基金設置条例 
× ○ ○ ○ ○ ○ 

待機児童の早期解消と、保育士の処遇 

改善を求める意見書 
〇 × × × × × 

ＴＰＰ協定を批准しないことを求める意見書 〇 × × × × × 

①茨城県 1,331,650kW（135,459kW） 

②福岡県 1,261,265kW（172,731kW） 

③愛知県 1,200,632kW（271,348kW） 

④千葉県 1,169,558kW（155,625kW） 

⑤兵庫県 1,154,344kW（144,732kW） 

固定価格買い取り制度における 

太陽光発電導入容量上位５県 

    ※2015年11月末時点 
（カッコ内数値は住宅用等10kW未満の発電） 

関東・東北豪雨対策―４つの提案・要望 新年度予算で願い実現  要望が一歩前進 

1 

2 

3 

4 

 一般会計当初予算案や条例案な

どの議案は、日本共産党以外のす

べての会派の賛成で可決。一方、

｢待機児童の早期解消と保育士の処

遇改善を求める意見書｣、｢ＴＰＰ

協定を批准しないことを求める意

見書｣は、いずれも否決されまし

た。 

 上野議員が採決前に討論に立

ち、新年度予算について、八ツ場

ダムや霞ケ浦導水事業、常陸那珂

港区中央ふ頭整備、茨城空港就航

利用対策、開発用地の破たん処理

などに巨費が計上されていると指

摘。「無駄な大型開発は中止すべ

きだ」と強調し、反対を表明しま

した。本社機能を本県に移転する

企業に税金を免除する条例案につ

いて、「さらなる大企業優遇には

反対する」と述べ、企業誘致優先

から県内中小企業への直接支援の

拡充に転換するよう要求。 

 企業向けの工業用水を値下げす

る条例案については「同意できな

い」と主張。県民向けの水道料金

を値下げするよう求めました。 

鬼怒川や八間堀川決壊の原因と責任を究明する。 
 

床上浸水した家屋はすべて｢大規模半壊｣に基準を改める。 

現状では3,700件が｢半壊｣とされ支援が十分でない。 
 

生活再建支援金の上限300万円を500万円に引き上げる。 
 

浸水した｢保管米｣について、営農再開できない農家にも 

支援策を実施する。 

●マル福の所得制限緩和 今年１０月から 
  子ども・妊産婦の医療費補助の所得制限緩和で対象者拡大 
 

●児童相談所(中央･土浦･筑西)の福祉司３人増員 
 現在５２人の福祉司が、年間1,200件を超える虐待相談対応 
 

●特別支援学校スクールバスの長時間運行を改善 
  １８校１０６台のバスを８台増車、介助員を１３６名→１４７名に増員 
 

●小･中･高校スクールカウンセラーの相談時間拡充 

原
発
出
力
規
模
を
上
回
る 

 

東
海
第
二
発
電
所
は
現
在
、

運
転
停
止
中
で
、
再
稼
働
に
向

け
た
国
の
審
査
が
進
め
ら
れ
て

い
ま
す
。
福
島
原
発
事
故
後
に

本
格
実
施
さ
れ
た
固
定
価
格
買

い
取
り
制
度
の
も
と
、
本
県
の

太
陽
光
発
電
導
入
容
量
は
全
国

１
位
に
拡
大
。
昨
年
時
点
で 

１
３
０
万
ｋ
Ｗ
を
超
え
、
東
海

第
二
発
電
所
（
１
１
０
万
ｋ

Ｗ
）
の
出
力
容
量
を
上
回
る
規

模
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

 

し
か
し
メ
ガ
ソ
ー
ラ
ー
な
ど

大
規
模
施
設
が
ほ
と
ん
ど
で

10
ｋ
Ｗ
以
下
の
住
宅
用
発
電

等
は
全
体
の
わ
ず
か
１
割
で

す
。
県
は
、
住
宅
用
太
陽
光
発

電
へ
の
助
成
を
わ
ず
か
２
年
で

廃
止
し
て
し
ま
い
ま
し
た
。 

 

日
本
共
産
党
は
、
①
東
海
第

二
原
発
は
廃
炉
に
す
る
こ
と
、

②
蓄
電
池
導
入
へ
の
補
助
も
含

め
て
、
住
宅
用
太
陽
光
発
電
へ

の
補
助
を
拡
充
す
る
こ
と
を
求

め
て
い
ま
す
。 


